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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第２四半期連結
累計期間

第86期
第２四半期連結
累計期間

第85期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 58,583 47,322 115,041

経常利益 （百万円） 2,129 2,263 4,596

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,191 1,830 2,937

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △197 928 16

純資産額 （百万円） 51,808 52,519 52,022

総資産額 （百万円） 140,398 135,443 128,292

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 16.57 25.46 40.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.9 38.8 40.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,566 8,163 2,442

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △574 △26 △615

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,610 △1,944 △6,814

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 28,491 28,577 22,955

 

回次
第85期

第２四半期連結
会計期間

第86期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 0.78 13.74

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していない。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
 
「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国・欧州において雇用・所得環境の改善を受け景気は緩やか

な回復基調にあるものの、新興国の景気減速や、テロ・紛争等の地政学的リスクにより力強さを欠く状況にあっ

た。また、わが国においては、企業収益の底堅さはあったものの、世界情勢の不確実性や円高等により、先行き不

透明さが増してきた。

　建設市場においては、企業が設備投資に対して慎重になりつつあり、加えて建設需要の偏在による建設技能労働

者の不足懸念があり、予断を許さない状況が続いている。

　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなった。

売上高については、建設事業46,539百万円に不動産事業782百万円を加えた47,322百万円（前年同四半期比

19.2％減）となった。利益面については、営業利益は2,357百万円（前年同四半期比13.1％増）、経常利益は2,263

百万円（前年同四半期比6.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,830百万円（前年同四半期比53.7％

増）となった。

セグメントの業績は次のとおりである。

（建設事業）

受注工事高は、建築工事42,542百万円、土木工事15,644百万円の合計58,186百万円となり、完成工事高は、建

築工事32,600百万円、土木工事13,939百万円の合計46,539百万円、営業利益は2,175百万円である。

（不動産事業）

売上高は782百万円、営業利益は363百万円である。

なお、当第２四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりである。

資産の部は、前連結会計年度末比7,150百万円増（5.6％増）の135,443百万円である。

その内訳は、流動資産については、前連結会計年度末比8,333百万円増（11.8％増）の79,175百万円、固定資産

については、前連結会計年度末比1,182百万円減（2.1％減）の56,268百万円である。

負債の部は、前連結会計年度末比6,653百万円増（8.7％増）の82,924百万円である。

その内訳は、流動負債については、前連結会計年度末比6,431百万円増（10.5％増）の67,880百万円、固定負債

については、前連結会計年度末比222百万円増（1.5％増）の15,044百万円である。

純資産の部は、前連結会計年度末比497百万円増（1.0％増）の52,519百万円である。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、28,577百万円（前年同四半期は28,491百万

円）となった。その内訳として、営業活動によるキャッシュ・フローは、8,163百万円の収入超過（前年同四半期

は7,566百万円の収入超過）、投資活動によるキャッシュ・フローは、26百万円の支出超過（前年同四半期は574百

万円の支出超過）、財務活動によるキャッシュ・フローは、1,944百万円の支出超過（前年同四半期は6,610百万円

の支出超過）である。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は81百万円である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 190,000,000

計 190,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 73,531,406 73,531,406
株式会社東京証券取引所
（市場第一部）

　単元株式数
1,000株

計 73,531,406 73,531,406 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 73,531,406 － 3,695 － 522

 

（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

泉株式会社 兵庫県西宮市南郷町102番地 25,397 34.54

大泉商事株式会社 大阪市西区京町堀一丁目７番１号 6,806 9.26

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,575 4.86

京町ビル株式会社 大阪市西区京町堀一丁目７番１号 2,660 3.62

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,000 2.72

株式会社錢高組（自己株式） 大阪市西区西本町二丁目２番11号 1,651 2.25

高徳会 大阪府高石市千代田五丁目２番32号 1,650 2.24

富士機械製造株式会社 愛知県知立市山町茶碓山19番地 1,490 2.03

錢高組従業員持株会 大阪市西区西本町二丁目２番11号 1,353 1.84

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,000 1.36

計 － 47,585 64.71
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,651,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 71,754,000 71,754 同上

単元未満株式 普通株式    126,406 － －

発行済株式総数 73,531,406 － －

総株主の議決権 － 71,754 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数１個が含まれている。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社錢高組
大阪市西区西本町

二丁目２番11号
1,651,000 － 1,651,000 2.25

計 － 1,651,000 － 1,651,000 2.25

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 22,955 28,577

受取手形・完成工事未収入金等 39,685 40,426

未成工事支出金 1,562 5,170

販売用不動産 152 152

その他 6,499 4,862

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 70,842 79,175

固定資産   

有形固定資産   

土地 12,194 12,194

その他（純額） 3,745 3,658

有形固定資産合計 15,939 15,853

無形固定資産 37 36

投資その他の資産   

投資有価証券 40,829 39,739

その他 2,170 2,165

貸倒引当金 △1,526 △1,526

投資その他の資産合計 41,473 40,377

固定資産合計 57,450 56,268

資産合計 128,292 135,443
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 26,735 15,169

電子記録債務 2,375 9,991

短期借入金 6,100 7,600

1年内返済予定の長期借入金 11,400 8,000

未払法人税等 8 483

未成工事受入金 9,392 21,593

完成工事補償引当金 211 160

賞与引当金 466 470

工事損失引当金 1,505 1,570

その他 3,253 2,841

流動負債合計 61,448 67,880

固定負債   

長期借入金 2,300 2,700

繰延税金負債 7,426 7,087

役員退職慰労引当金 213 232

退職給付に係る負債 2,940 2,903

その他 1,942 2,121

固定負債合計 14,822 15,044

負債合計 76,270 82,924

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,695 3,695

資本剰余金 522 522

利益剰余金 30,315 31,714

自己株式 △408 △408

株主資本合計 34,125 35,524

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 17,831 17,120

為替換算調整勘定 64 △125

その他の包括利益累計額合計 17,896 16,994

純資産合計 52,022 52,519

負債純資産合計 128,292 135,443
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高   

完成工事高 57,202 46,539

不動産事業等売上高 1,381 782

売上高合計 58,583 47,322

売上原価   

完成工事原価 53,239 41,949

不動産事業等売上原価 637 356

売上原価合計 53,876 42,306

売上総利益   

完成工事総利益 3,962 4,590

不動産事業等総利益 743 425

売上総利益合計 4,706 5,015

販売費及び一般管理費 ※１ 2,621 ※１ 2,658

営業利益 2,085 2,357

営業外収益   

受取利息 21 7

受取配当金 392 410

その他 62 85

営業外収益合計 475 503

営業外費用   

支払利息 245 173

為替差損 159 417

その他 27 7

営業外費用合計 432 598

経常利益 2,129 2,263

特別損失   

投資有価証券評価損 46 51

特別損失合計 46 51

税金等調整前四半期純利益 2,083 2,211

法人税、住民税及び事業税 905 382

法人税等調整額 △13 △1

法人税等合計 892 381

四半期純利益 1,191 1,830

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,191 1,830
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 1,191 1,830

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,409 △711

為替換算調整勘定 20 △190

その他の包括利益合計 △1,388 △901

四半期包括利益 △197 928

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △197 928

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,083 2,211

減価償却費 151 151

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 364 64

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △186 △37

受取利息及び受取配当金 △413 △417

支払利息 245 173

投資有価証券評価損益（△は益） 46 51

売上債権の増減額（△は増加） 5,235 △740

未成工事支出金の増減額（△は増加） △828 △3,607

販売用不動産の増減額（△は増加） 292 －

仕入債務の増減額（△は減少） △3,708 △3,954

未成工事受入金の増減額（△は減少） 7,894 12,201

その他 △646 1,553

小計 10,535 7,648

利息及び配当金の受取額 389 423

利息の支払額 △221 △166

法人税等の支払額 △3,136 △183

法人税等の還付額 － 441

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,566 8,163

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △90 △43

投資有価証券の取得による支出 △513 △11

貸付金の回収による収入 20 32

その他 10 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △574 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,891 1,500

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 △201 △3,500

社債の償還による支出 △1,500 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 － △427

その他 △17 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,610 △1,944

現金及び現金同等物に係る換算差額 △99 △570

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 282 5,622

現金及び現金同等物の期首残高 28,209 22,955

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 28,491 ※１ 28,577
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項なし。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

なお、当該変更に伴う当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項なし。

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項なし。

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

従業員給料手当 1,030百万円 984百万円

賞与引当金繰入額 149 166

退職給付費用 26 44

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金預金勘定 28,491百万円 28,577百万円

現金及び現金同等物 28,491 28,577

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当に関する事項

配当金支払額
 

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 431 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 建設事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 57,202 1,381 58,583 － 58,583

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 57,202 1,381 58,583 － 58,583

セグメント利益 1,585 688 2,274 △188 2,085

（注）１．セグメント利益の調整額△188百万円は、主に提出会社本社の管理部門に係る費用である。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 建設事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 46,539 782 47,322 － 47,322

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 46,539 782 47,322 － 47,322

セグメント利益 2,175 363 2,538 △181 2,357

（注）１．セグメント利益の調整額△181百万円は、主に提出会社本社の管理部門に係る費用である。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益（円） 16.57 25.46

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,191 1,830

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
1,191 1,830

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,882 71,880

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月８日

株式会社錢高組

取締役会　御中

 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　光博　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 稲野辺　研　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 久貝　陽生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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